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私は亜細亜大学の中山三郎教授から「日本的経営論に関する主要文献目録 (83.5)』を
頂戴した。これは謄写版プリントながら，つぎの三部からなる精細なものである。
(1) 日本的経営論に関する著書をリストアップしたもの。
(2) 「日本的経営論の展開過程」—―-1950年代から80年代に至る主要な著書・論文の日
本的経営論の展開過程＿
(3) 「日本的経営論の系譜ー一三つの潮流ー一」主な論調を，制度論的研究，集団主義
的志向の文化論的研究，経営戦略・組織の研究に分類している。
中山教授が(1)にリストアップされた著書だけで60冊になるが，この他その著書の一部で
「日本的経営」を論じたものは数多く，さらに論文，評論まで網羅したら，文字通り枚挙
にいとまあるまい。
中山教授は日本的経営論の系譜を三つの潮流，すなわち，企業別組合や日本に特有の経
営制度（終身雇用や年功秩序などの人事・雇用制度，取締役会や常務会のトップ・マネジ
メント組織・ 稟議などの意思決定の制度）がいかに形成されたか，それらがどのような機
能をはたしているかを分析する制度論的研究と，間・津田氏らの生活共同体の主張に代表
されるような，日本企業にみられる集団主義に焦点を合わせた集団主義的志向の研究，ま
た13本的経営論は日本人論や日本文化論の延長ではなく経営戦略論や経営組織論として論
じられなければならない，実践的な課題に答えなければならないとする第三の潮流の，三
つに分類しておられる。ともあれ1950年代に開始された日本的経営についての研究は，時
代とともにその論調が変遷しながらも，その蓄積を高めてきたのである。
私が日本的経営について最初に読んだのは間宏氏の労作である。これは『日本的経営の
系譜」（日本能率協会， 1963年），大著「日本労務管理史研究』（ダイヤモンド社， 1964年）
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になっている。つぎに津田真激著「日本的経営の論理』（中央経済社， 1977年），外国人の
仕事としてアベグレン著・占部都美訳「日本の経営J(ダイヤモンド社， 1958年）がある。
このあたりまでは主として労働問題にかんする分野であるが，経営学会でも日本の経営を
どうとらえるかが問題となっている。私は，尾高邦雄著「産業社会学講義＿日本的経営
の革新＿」（岩波書店， 1981年）， 三戸公著『公と私」（未来社， 1976年）， 岩田竜子著
「日本的センスの経営学」（東洋経済新報社， 1980年）を興味深く読んでいる。
1960年代には，高度経済成長の原動力として日本の経営が国際的な注目を集めたことが
ある。「日本を考える」と銘打つ "TheEconomist"誌の特集がきっかけとなり， 日本的
経営の特異性に議論が集中された。例えば， OECD(経済協力開発機構）が1970年代はじ
めのその対日労働報告のなかで，終身雇用慣行と年功秩序制度と企業別組合の三つが，日
本経済のすばらしい成長をもたらした日本雇用制度である，と述べているI)。
しかし60年代までのわが国の高度成長期においては，欧米諸国にとっても黄金の時代で
あった。したがって日本的経営もそれほど目立たなかったといえる。
． しかしここ数年は， 60年代とはくらべものにならないほどの熱狂が日本の経営をつつん
だ。尾高邦雄氏の表現によれば， 「日本的経営の神話が， このところ世界をまかりとおっ
た」2)のである。先進国のうちで唯一， 日本は石油危機をうまく乗切った。適切な経営を
行ないさえすれは 日本と同様， 高いパーフォーマンスが得られるのではないか。「日本
的経営」一ーよろしく日本企業の成功の秘密に学ぶべきである-日本的経営の神話は世
界的な規模をもつ動きとなったのである。
1983年3月に京都で開催された国際労使関係学会 (IIRA)第6回世界大会の五つの部会
の一つは，「労使関係の日本モデルの生育力(viability)」（第5議題）であった。ある特定
の国の労使関係モデルが議題として取りあげられたのは，この学会結成以来初めてのこと
であるといわれる。
1) OECDは1979年と75年に日本の労使関係に関する調査を実施している。 70年調査は，
労働省訳・編『OECD対日労働報告書」（日本労働協会，1972年）で， 日本経済の成長
の秘密を安定した労使関係の制度的な三本柱に求めたものとして，国際的に注目され
た。 75年調査は OECD事務局（日本労働協会編「労使関係制度の展開＿日本の経
験が意味するものー~（日本労働協会， 1977年）である。 75年調査は日本の労使関
係制度の第四の柱として「企業内社会規範」を新たにつけ加えるとともに，その社会
規範を他の三つの柱を理解するうえで不可欠の要素である， としている。
2)尾高邦雄「日本的経営の神話と現実」（上）『日本労働協会雑誌』1982年12月号2ペー ジ。
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日本を扱ったペーパーが15を超え，その多くが日本企業（いわば多国籍企業の日本型）
の実態調査に基づくものであった。
これは日本の労使関係についての世界的規模における強い関心を反映している。この数
年来とくにアメリカでは「日本的経営」にかんする何冊かの本がベストセラーになってい
、る。ヨーロッパをも含め先進諸国において「日本的経営」に対する関心が高まり， ビジネ
ス・ウィーク，フォーチュン，ェコノミストなどの経済誌が日本特集号を出した。各国の
経済が停迷している中での， 日本経済成長の基底には，「日本的経営」がある， ここに日
本商品の高品質と強靱な競争力をもたらす鍵がある，と考えられたようである。
「日本的経営」は，はたしてそのような力をもっているのであろうか。以下，小論はそ
の点を検討しようとするものである。
2 
「日本的経営」論に展開されている譲論は多岐にわたるが，一般的にいえば， 日本的経
営とは，外国の経営のやり方と比較した場合の，日本の企業経営のやり方として特徴的な
もの，ということになろう。この特徴的なものを，アメリカ人の書いたものから，最大公
約数的にあげればつぎのようになる丸
その第ーは， 日本の大企業では従業員と企業とは運命共同体として結びついているとい
るということである。すなわち日本の大企業の従業員は，終身雇用制と年功序列のもとに
おかれ，職業人としての一生の大部分を特定の企業のなかですごす。したがって企業の安
定がそのまま従業員の人生の浮沈につながり，従業員にとって企業は運命共同体となる。
第二は，賃金の性格である。日本の企業では賃金は職務に対して支払われるだけでなく，
従業員の家族生活に対して支払われる。賃金額の半分をこえる基本給は生活給の色彩の濃
い年功賃金であり，家族手当，通勤手当，住宅手当などの生活補助給与がこれに加わる。
退職金や企業年金も生活給の変形であるとみられる。
その他，企業別労働組合，ボトムアップ型の意思決定，あいまいな個人の責任など，人
事・労使関係，意思決定のやり方に集中している。この他， QCサークル等の小集団活動
を加えるものがある（これについては後述する）。
ところで日本人の「日本的経営」の日本的のニュアンスも一様ではない。日本的経営論
には日本の経営が国際的にみて特殊だと主張する特殊性論から終身雇用や年功制がそれほ
3)フランク・ギブニー著， 徳山二郎訳「ニュー・キャピタリズムの時代」 (TBSブ）
タニカ， 1983年） 21~2ペー ジ。
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ど特殊日本的ではないとするいわゆる普遍性論まである。普遍性論を主張する人には日本
的の的の字を嫌って使わない人もいる。 しかし私は，「的」の字は中国や台湾では接続の
「の」を表わすものとして使われており， 「的」すなわち「特殊」 という用語法はむしろ
日本的である，と考える。日本的経営は JapaneseManagementでいい。すべての国は
それぞれ何らかの特徴をもっており，私もそのような意味で日本的経営の語を使用してい
る。このこととある国が特殊である， ある国の経営が特殊であるというのは， かなり違
うのである。
以下にこの「日本的経営」を考える手がかりとして RonaldDore : British Factory-
Japaese Factory~ The Origins of National Diversity in Industrial Relations ~ 
(University of California Press, 1973)をみることとする。ドーア氏の日本にかんする
著書はこれまで数冊が翻訳されているが，この書の翻訳はない4)。
本書は， 日本とイギリスからそれぞれ代表的な電気産業企業を選んで精密な実態調査を
行ない，その背後にある日本とイギリスの労使関係を考察したものである。
創立時期と企業規模のほぼ等しい日立製作所と EnglishElectric (以下 E.E. 社とす
る。この会社はその後吸収合併されて社名が変っている）の重電機工場と軽電機工場を実
態調査の対象としている。「ほとんど同じ発電機を物理的にはほとんど同じ手順でつくつ
ているのに，それに関係している人々の間の社会的関係（経済的関係も含む）を秩序づけ
て原理が違っているのはどうしてなのか」 (p.10)を考えるためである。
著者によれば本書の主たる目的は良い悪いの審判を下すことではなく，説明することで
ある。説明の一つの目的は，一国の産業システムの各部分は相互にぴったりと組み合わさ
っており，社会全体の他の諸特徴とも適合している。たとえば， 「年功による昇給という
日本の制度は，一方ではその制度と日本にみられる雇用保障全体と，他方ではその制度と
日本社会の他の分野にも共通する年上の者への尊重という文化的前提と関係がある」 (p・
10)のであって， 日本的経営システムが日本に独自の文化的，制度的要因と結びついてい
る側面もあるのである。
日立も E.E.社も一企業である。しかし両社の間にみられる相違はかなりの一貰性を保
持しており，それらを二つの異なった雇用制度と呼んでも差支えないものである(p.278)。
この書物は3部15章で構成され，研究対象である工場を直接取扱った第1部工場の各章
4)この書の序文と第10章は，『経済評論」 1981年7月号所載の「日本的経営システムの
位相」に山之内靖・永易浩一氏によって訳出されている。
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については要約がついている。以下その第2章労働者，その定義・採用・訓練 の要約
である (p.70~3)。
1. 日立の雇用は原則として生涯である。 E.E. 社へ就職することは，それほど永続的
な関係をもつものと労使双方に考えられていない。
2. 日立の常用労働者一ーこれは生涯雇用の労働者ということになるが＿と臨時エと
の相違点は，日立において重要なものであるが， E.E. 社においてはそれほど重要な
ものではない。
3. E. E. 社は普通教育以上のあらゆる男女に仕事を提供し雇用に受け入れるし，身体
障害者も法律に定められた割当を雇用する義務を守っている。日立はその常用労働者
を学校成績の良いものからのみ採用し，準エリート労働力になるようにしようとす
る。下級の仕事一一包装，清掃，解体および運搬ーーは，臨時エないし社外工によっ
て行なわれる。
4. E. E. 社に採用されるもののほとんどは特定の職務について採用されている。日立
の採用はより一般的な職務についてであって，すべての常用労働者にはかなり明確な
キャリア上の昇進がある。
5. E. E. 社では，自分は従業員たるに止まらず“会社のメンバーである”と考える程
度において，経営者，熟練労働者，一般エ員の間に，かなりの意識の差がある。この
差異は日立ではそれほど顕著ではない。事実上，職員としての観念形態には，何等の
差異は存在しない。
6. 採用についての学歴の重視度はこれまでずっと E.E. 社よりも日立の方が大きかっ
た。入職の際の学歴はその後の昇進の重要な決定要因であった。 E.E. 社はこの点に
おいてH立と似たものになりつつある。イギリスにおけるこの変化は，単に機械工学
および経営の技術がより複雑なものになったばかりでなく，さらに重要なことは一
生活水準が上昇し，親が子供を上級学校に進学させたいという願望が大きくなったた
めに~や学校の水準と先天的な能力の間により強い相関関係があると思われるよ
うになったことにもよるものである。第二次大戦前＿多くの才能ある労働者階級の
子供達が名門私立中学・高校 (publicschool)へ行く機会に恵まれず， 多くの極め
て利発な子供達が必要がないからという理由で大学へ行くことなど考えられもしなか
った＿に比べて，最終学歴が今やはるかに確実な能力の指標とみられるようになっ
たのである。
7 .両国における学歴の重視は，主としてそれが“一般的能力”の指標になる，という
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ところにある。しかし日本では，教育自体の実質的な内容がやや重要視されている。
それはその職業団体（使用者団体や労働組合）の性格がイギリスと異なるのと同様
に，日本では工学が学校で教えられる書物の上の系統立った知識として最初から入っ
てきたことの反映である。しかしこの要因~ “後発工業化的効果”といっ
た要素＿．には，日本の儒教の伝統とそれが教育に与えた影響という特殊な条件も合
せ考えなければならないであろうが……。
8. 日立は，訓練するものから金を返してもらうよい機会であるばかりでなく，（おそ
らく）教育はよいものであるという思想の反映として， E.E. 社よりも継続的な企業
内訓練に大きな力を注いでいる。
9. 日立では， 特定の人間を採用すれば当然定着することになると考えられるところ
から， E.E. 社よりも労働者の採用は組織的な関心事になっている。
10. E. E. 社の従業員採用はもっぱら個人と企業の間の問題である。見習工の場合でさ
え親ないし保護者の役割は，それほど重要なものでははないし，大学の就職部は調停
者として行動するにすぎない。日立の採用の過程はいささか大げさにみえるかもしれ
ない~ 学校の推薦する者のみ採る慣行，個人的な家庭の事情の調査，保証
人を必要要件とするなど一ーあたかも昔の結婚が一つの家族から他の家族へ娘を渡す
ことを意味したように，（採用は）一つのグループ（学校，家族）からそのメンバー
のもう一つのグループ（企業）へ人を渡すのに似ている。
1. E. E. 社における訓練は大部分，個人が自分を向上させる機会をもつ問題である。
人々は特定の作業について訓練されるが，その工場に一つか二つしかないような極め
て特殊なボストのための特別の訓練の場合を除いては，その人がその後退職してもそ
れほど惜しまれることはない。その底にある原理は，職業訓練は企業にとって金がか
かるものではあるが，それは全体としての産業に利用される熟練のプールを創り出す
方向に企業が貢献することになる， ということである。（政府の）産業訓練局の活動
はこの原理にもとづいており，プールの水が公平に分配されるよう産業が利益を受け
ることが計画されている。日立の訓練計画の意図は，企業が後にその熟練を使うこと
になる人々を訓練する，ということである。投資に対する見返りは直接的なものであ
る。
12. E. E. 社においては，熟練は個人のものである。その人の職能の“証明書”， 彼の
協会の会員証は，彼の能力の水準の保証であり，彼が労働市場で売るべきものの，買
手にとっての証明である。日立においては，その人の熟練がその人があるいは企業の
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いずれに“属する”かは—実際にそんなことが問題になることはまずあり得ないけ
れども一一人によって意見が違う。
13. E. E. 社の場合，証明書を出して能力を確認するのは，労働者は公的な教育機関に
より，専門的段階の労働者は専門職の団体により，見習工は使用者によってなされ
る。ただし，熟練職種に労働組合が独占権を主張する場合には，その労働組合と証明
される熟練の標準について協議しなければならない。日本においてこの仕事は公的機
関によってなされるが，それも低い水準の熟練についてだけである。さらにこの種の
証明書は日立の労働者にはあまり役に立たない。専門的職業の団体も工場労働者の組
合も能力の標準設定に関係していない。
14. E. E. 社の場合と異なって，日立の企業内職業訓練の費用の大部分を賄なうのは企
業である。公的機関と訓練される個人に負担をかけることは少ない。 E.E. 社とは異
なり， 日立は日立職業訓練学校の発起者であり後援者である。日本とイギリスの両国
において公的機関や公立の学校・専門学校がこの問題に関与する理由には，以下の三
つの要素が混合している。
a. 国家は競争的な国際制度の下における若干の国の一つとして，利用できる熟練の
プールを補充し拡大することに関心をもっている。
b. 国家はその市民の連合体として， “自らを向上させる”機会を与えるところの，
施設を提供し，全市民に公開する。
c. 国家は“産業資本家の執行委員会”として，その従業員の訓練の実施について使
用者を援助する。
以上の三つの事由のうちで， (b)はイギリスに比較して日本にみられることが少な
いし，公的職業訓練計画に関係するものの考え方ではない。
15. 日立の訓練は E.E. 社のそれよりも窮屈である。日立は文書，能力のペーパー・テ
ストを重視し，熟練は言葉には表現できない面があるのであるが， H立ははっきり言葉
にできる認識に重きをおく。（卒業生の論文や見習工の日記に相当するものは E.E.
社にみることはできない。一一実技に合格しても一一試験には落ちたものにだけ与え
られるフォアマンのメダルの如きものは日立にはみられない）。
16. E. E. 社の訓練はその人の作業能力に関するものである。見習工についてだけその
一般教育や精神—それも極めて限定されたものであるが一に注目する。精神はす
べての段階における日立の指導訓練の主たる関心事である。そのコースは日立人たる
にふさわしい態度や精神上の原理を賦与することを目的としている。 E.E. 社の経営
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者は E.E.社の従業員が他の人々とどう異なるかについてそれほど関心を払うことは
ない。
日立の従業員は日立人という「人の結合」である。 ドー アは， 「日本が独特なのは，大
部分の西欧諸国では軍隊や行政にのみ向いていると考えられている組織の型を産業にも適
用したという点にある」 (p.275)と述べ， 日本の企業とイギリス軍隊との類似性を指摘し
ているが， 日本の企業は，共通の利害によって結合し，同質性が高く，心理的にも統合度
の高い，企業人の集団にある，といえる。
日立にみられるのは一一日立のみならず日本の大企業に共通することであるが一従業
員の採用は時間をかけて面接し，学校の成績や家族環境を調査し，入社試験によって厳選
して採用する5)。 イギリスの場合，適材を適所に，ということであり，転職が多い。この・
国では，一人前に仕事ができる人間ならどんな会社でもやっていける，要するに本人の実
力次第と考えられるが， 日本ではそうはいかない。
ここにみられる日立と E.E. 社の間の，一貫性を保持している二つの異なった雇用制
度は， ドーアの言葉を借りれば， 日立の場合， 終身雇用 (lifetimeemployment), 実績
を加味した年功賃金制度 (seniority-plus-meritwage system), 企業内の昇進制度
(intra-enterprise career system), 企業内訓練 (enterprisetraining), 企業別組合
(enterise unions), 企業意識 (enterpriseconsciousness)の涵養，などの同系統の現
象であり，これと対象的に，イギリスについては，転職がかなり多いこと，市場を基盤と
た賃金・俸給の制度，他律的でなく自律的・流動的な経歴コース，公共機関による職業訓
練，産業別あるいは職能別組合，専門的ないし職業的意識がより強固であることなどであ
5)同じようなことがアメリカの企業についてもいわれている。「（日本生産性本部が東京
からアメリカに送りこんだ）日本人が彼ら（アメリカの人事専門家）に尋ねるのは，
アメリカでの社員の採用方法である。アメリカの会社は必要に応じて，それぞれ具体
的な職種に，新聞広告やその他の媒体を通じて人を求め，求職者のほうはよりよい機
会を求めて会社を転々とする， とアメリカの人事の専門家は説明する。そうすると H
本人は不思厳そうな顔をする。そして「どうしてアメリカの会社は，採用するのは一
人のちゃんとした人間だと思わないのか。時間をかけて面接し，学校の成績や家族環
境を十分に調査しなかったら，どんな人間を採用するかわからないのではないか」と
きくのだ。この日本人の質問は，企業は機能的な組織であると同時に人間共同体であ
るという日本人の感党に根ざした根本的なものである。日本の会社に就職する日本人
は，会社との一生の関係の始まりを期待する（『ニュー・キャピタリズムの時代」 91
-2. ペー ジ）
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る(p.301~2)。 日英の雇用の差異は明らかである。 日本的経営があれば， イギリス的経
営がある。
3 
日本製品の競争力の根源として， 日本の企業における品質管理活動があげられることが
多い6)。前記の国際労使関係会議 (!IRA)の第五議題のペーパーの若干も日本のQCサー
クルの海を越えての移転の可能性を問うている。
QCの概念はアメリカで生れ日本に輸入されたものであるが， QCサークルは労働者の
自発性に依拠した全員参加型の運動としての日本がモディフィケー‘ンョンを加えたもの
であり，現在多くの企業で行われている小集団活動は 1960年代はじめの提唱され発達し
た。 1983年3月の時点で日本科学技術連盟への登録サークル数は13万を数えるに至ってい
る”。
これは自主管理活動， QC,ZD (無欠陥）などさまざまの名称をもっており，なかに
は多人数のものもあるが，だいたい5人から10人の従業員によって構成され，それぞれ具
体的な問題をとりあげて活動している。
企業はこの小集団活動を，それによって労働者が満足をもって仕事に取り組む環境を創
り出し，それがやがて無駄の排除とか欠陥品の減少といった経営上の効果となって結実す
ることを期待して，一つの運動として推進し，一方，労働者がこの運動に参加するのは，
自分で自分の仕事を管理，統制し，創意を発揮できることの満足とともに，この運動によ
る企業の業績向上が自分たちの地位の安定と労働条件の向上につながることを期待するか
らである。かくて小集団活動は，経営者と労働者集団の立場の異なる二つの主体の期待の｀
6)最近のものから一例をあげれば， Keith Bradley and Stephen Hill,'After 
Japan': The Quality Circle Transplant and Productive Efficiency, British 
Journal of Industrial Relations, November 1983. 
7) QCサークルについては， QCサークル本部編「QCサークル綱領」（日本科学技術
連盟）に，その基本が定義されている。すなわち， QCサークルとは，同じ職場で，
品質管理活動を，自主的に行なう，小グループであり，この小グループは全社的品質
管理活動 (TQC)の一環として，自己啓発，相互啓発を行ない， QC手法を活用し
て，職場の管理・改善を継続的に，全員参加で行なう，となっている。ある中堅の消
費財メーカーの例をあげれば，ひとつの事業所としてデミング賞を受賞したほか，企
業ぐるみでQCサークル活動が盛んである。従業員1万1千人というエ湯に， 2, 3 
人から10何人というサークルが142もある。
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上にあるのであるが，従業員の自主的な参加を促すような条件のないところには育たない
ようである8)0 . 
近年欧米でもQCサークル運動が行なわれており，これがコスト引下げや能率向上の効
果をもっているといわれるが6), どの程度であろうか。欧米の労働者と比較した場合の日
本の労働者の特徴は，責任についての考え方が違うところにある。し
西欧企業における管理者の役割は扇のかなめをなしており，権限および責任も集中的に
管理者に存在し，管理者とその部下との間に明確に一線を画されている。現場の労働者の
職務上の責任はマニュアルで定められた手順で仕事をすることで終る。すなわち，明確な
区切りをもって与えられた仕事は，自らの責任においてきちんと処理するが，自分の職務
になっていない仕事に手をふれない。日本の企業においては，企業の同一部門の成員はそ
・れぞれ仕事の上でも個人的に関連が深く，同時に部下と上司との関係もより密接である。
仕事の連絡，調整も部下の間で相互に自主的に行なわれるので，管理者の役割と部下とそ
れほど大きく違わなかったりする。日本では現場の労働者がいわば企業的立場に立って，
企業にとって何が必要であるかということを自ら判断し，それを主体的に推進しょうとす
る自発性を生じやすい状態にある，ということができる。従業員の共同体意識，マネジメ
ントに携わる入たち自身も企業内生え抜きで「仲間」の一部であることが， 日本において
小集団活動を行ないやすくしているといえる。
しかし同時にQCサークル活動が，社内大会，社外大会や交流会， 日科技連主催の全国
大会など，品質面での向上に貢献した個人，グループに送られる賞を目当てにしての競争
を伴っていることも見逃すことができない。
岩田竜子氏は，日本の経営に活発なダイナミズムを生み出してきた要因として，組織の
中での激しい昇進競争と集団間の競争をあげ，昇進競争についてつぎのようにいってい
る。「日本の社会では， 能力の評価が人間の評価と結び付きやすい。 このことはまた， 日
本人の集団志向性や集団への独特の所属感覚とともに，組織内の地位をことのほか重視す
るという，特徴的な地位感覚を生み出している。このような事情が存在するために， 日本
の社会では，入社後，一定の慎重な観察望間を経たのち，定年に至るまで徐々に格差をつ
けていく年功制が，組織の中に激しい昇進競争を生み出した。それは，徐々に格差をつけ
るため，より多くの人々より長く，競争圏内に引き止めるという効果を伴っていた」。日
本の組織に活力を生み出している競争としては，企業内の諸小集団間の競争がある。例え
8) 龍岡資明著「間違いだらけのTQC―8 つの盲点とその克服法—-J (ダイヤモン
ド社， 1983年）参照。
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ば，工場問の競争や支店間の競争などがそれである。「このような集団間の競争意識が巧
妙に活用されるとき，それは， 日本の組織の中に大きな活力を生み出す。特に営業関係や
QCサークル活動などにおいて，それは大いに活用され，大きな成果を生み出している」9)
と。
それは浜口恵俊氏の表現によれば，“相対的競争’である。
元来，競争というのは，個人もしくは梨団が，他の個人もしくは集団との競合状態の中
で，ある目擦を達成しようとする行為を指している。競争状態とは，求められる対象の供
給が限定されていて，需要が供給を上回る状態である。日本人に特徴的な“相対的競争”
は，“相手を立てて”の抗争であり， 他者との競合に打ち勝つこと自体が目標になるとい
う，本末の転倒した事態が生み出される。目標対象そのものをめぐってよりも，相手との
優劣関係が焦点となる。そのさい，優劣の判定基準は客硯的に確立し難く，当事者どうし
は互いの相対的優位を求めて無際限に競い続けることになる。日本の会社のグループ別の
競争は， 日本人の団体競争好きを巧みに活用したもので，生産性を高めるうえでこの上な
い貢献をしているわけである10)0 
相対的競争の激化は強制をともないやすい。あるアメリカ人の観察によれば，本来自主
的であるべきサークル活動参加へのプレッシャーは，時には想像を越えるほどのものとな
る。「こういったことがなくして，例えば日立がどうして一年間に229万件もの提案を持ち
つづけるのか，ナショナルは150万件，フジ電機は110万件， トヨタ， 日産は各50万件とい
う。フジの場合は， 一労働者の提案件数は年間99にも及ぶ」11)。一労働者当り週2件の提
案である。かかるはげしい“相対的競争”は輸出不可能であることはいうまでもない。
品質管理を製造部門だけでなく，事務，財務，サービス部門の経営全般に拡大し，品質，
コスト， 納期の三つの生産性をあげようというのが， 全社的品質管理 (TotalQuality 
Control : TQC)といわれるものである。9
TQCは1980年代に入って普及し，今日の日本はTQCフィーバーといわれるほどの状
態になっている。これは日本的品質管理といわれるが， 日本的の意味は，品質管理が部門
の専門家によっておこなわれるだけでなく，彼らを含めた経営の全構成員がその担い手で
9)岩田竜子「激変する企業環境と企業活力」（『東洋経済新報， 近経シリーズ No.65』
1983年2月） 20-21ペー ジ。
10)浜口恵俊著『間人主義の社会日本」（東洋経済新報社， 1982年） 106-12ペー ジ。
11) R.E. コール「アメリカ自動車工場におけるQCサークル」『日本労働協会雑誌』 1983
年9月号， 39ペー ジ。
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ある，という点にある。
TQCにはつぎのような面も指摘されるであろう。
すなわち， 日本の第二次産業が競争力をもっているのは，企業の生産性の高さが，工場
での生産性そのものよりも，むしろ工場以外の販売システムや情報の収集，付加価値のつ
け方などの効率増大による面がある。それは，いち早く客のニーズを知ってそれを商品化
していく力，売り方のうまさ，サービスの効率の高さ，相手の満足度に対する情報を商品
にフィードバックする速さ，等によるのであって，今日の日本で，第二次産業のなかでの
第三次産業部門の機能が急ヒ°ッチでふえていて，しかも効率が上がってきている。これら
の点で， 日本の第二次産業の生産性はアメリカの同じ第二次産業よりはるかに高くなって
いる，といわれる12)。TQCはこれを促進する効果をもったであろう。・
4 
1960年代以降， 日本経済の発展は著しく持続的な性格をもち，今日，世界の国々の中で
卓越した活力を示した。
各国の製造業における労働生産性の推移をみると， 1960年を 100とした場合の1979年の
製造業の生産性は，アメリカ181.o, イギリス175.o, 西ドイツ 260.6等に対して，日本は
413.0となっており，この間の伸びは欧米諸国を大きく上回っている。 この結果， 日本の
生産性の絶対水準については，今日，鉄鋼や自動車等の業種において，すでにアメリカを
上回っていると推定されている13>0 , TQCはこれを促進する効果をもつであろう。
生産の数量面では，日本は多くの製品について世界ーもしくは上位を占めるに至ってい
る。
NHKが1982年一年間について日本の生産量が世界.:.....位を占めたものを調べたものをみ
ると 14), 電子製品がとくに目立っている。
VTR・ビデオテープレコーダーは，海外での組み立てを含めて， 日本製が世界の生産
量の90彩近くを占めている。電子製品ではその他， ビデオのテー プ， カラーテレビ，電
卓，録音機，冷蔵庫，電子レンジなど。
12) 『エコノミスト」 (1981年11月30日号）所載の座談会「産業社会の活路と中高年雇用」
中，牛尾治朗氏の発言による。
13)日本生産性本部「労働生産性の国際比較に関する調査研究」 1983年3月。
14) 『日本の条件12・技術大国の素顔」（日本放送出版協会， 1983年） 15-6ペー ジ。
24 
日本的経営を考える（西岡） 25 
つぎに時計，カメラがある。石油を 100彩近く輸入する国でありながら，石油ストーブ
の生産量は世界一，海外にも輸出されている。
このほかヒ゜アノ，タイプライター，双眼鏡，液晶，記憶専用半導体の64K, 自動車，才
ートバイと生産量世界一のメイド・イン・ジャパンは多彩であり，粗鋼，造船も不況とは
いえ，世界一の座を維持している。
このような産業の発展に支えられて，今日， 日本のGNPは世界全体の105lる程度， 日本
を除く全アジアのGNPの合計に匹敵する規模に達している。
こういった数字は便宜上の尺度であり，趨勢を把握したり，比較検討する際に役立つ以
外に，あまり意味をもたず，かならずしも，アメリカの経営が日本にくらべて非能率であ
ることを示すものではないが，ヴォーゲルの Japanas No. 1によれば，「急激な変化を
吸収し，多くの人間に存在価値を与えられる仕組みとして， 日本の企業ほど優れた組織は
西欧にはみられまい」15)のであり，「日本の企業が激しい労働争議をうまく回避しているの
は，一つには，終身雇用制のため，労働者側と会社側が互いに長い付き合いをしていかね
ばならないことをそれぞれわきまえているからであり，また一つには，企業側の組合対策
が功を奏しているからで」15)であると，日本的経営を評価している。
しかし日本企業のパフォーマンスには，多くの要因が複雑に絡みあっている。
第一に， 日本における豊富な購買力の存在がある。
人口 1億 1,000万人の購買力と新しいもの好きの国民性から新製品がよく売れる。それ
が最産につながり，コストが下がって国際競争力が強まる。農産物の自由化拒否と生産者
米価は農家経済を安定させ，自動車の有力な購買者にした。
第二は，資本市場における資金の豊かさである。日本の貯蓄率は，先進資本主義国の中
ではずば抜けて高い。戦後35年以上，ほぼ一貫してそうである。豊富に資金が出回れば，
当然企業の投資はしやすくなる。日本企業の積極的な投資が労働装備率を向上させ，労働
生産性の上昇の最大の原因となったであろう（かくて，日本製鉄業の技術的優位性は歴然
としたものとなった。圧延用鋼塊のうち何形が鋼材になるかを示す鋼材歩留まりはわが国
では87.5%, アメリカ7196, E C8196 (数字は1976年）で，わが国の鋼材歩留まりはその
後も向上して90%を超え，高炉燃料比（銑鉄1トンをつくるのに必要な燃料使用量）の効
率もわが国がトップである）。
第三はレベルの揃った社会的分業システムの存在である。日本の自動車産業をささえて
15)広中和歌子他ー名訳「ジャパンアズナンバーワン」 (TBSプリタニカ，1979年） 180, 
183ペー ジ。
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いるのは鉄鋼メーカーであり，自動車部品産業の存在である16)。日本の電子産業が世界に
冠たる存在となっている背景には，大小さまざまの日本電子部品メーカーの活躍がある。
大企業ばかりでなく， 中小企業のレベルの向上が， 日本の成功の大きな要因になってい
る。すぐれた完成品のかげには隠れている数多くの専門技術の存在があり， レベルの揃っ
た原材料供給業者，下請け，加工業者，流通業者などが広く存在している。
第四に，戦後の日本の技術の進み方が民需中心の商品開発であったことである。民需用
の商品は高い値段で売れないから，コストを下げなくてはならず，製造技術の改善に独自
の苦労が不可欠であった。日本の場合，国際競争よりも国内の企業同士の競い合いのほう
が激しく，企業間競争が利益よりも，売上高，生産量，設備能力，およびこれらのシェア
をめぐって行なわれ， しばしば短期的利益を度外視した過当競争を引き起しがちである
が，これが品質やコストダウンの競争を促進させ，新製品の開発をより一層促がしている
面もある。前述した日本の企業間競争は，人間集団間の抗争ともいうべき，異常な激しさ
を呈するのである。
第五に，質の高い，柔軟な労働力の存在である。 QCサークル活動による現場の知惹の
活用も日本企業のバイタリティの大きな支柱としてあげられよう。このような仕組みがき
ちんとしていることが一一日本のお役所や国鉄はあまりしっかりしていない 日本企業
の成功の要因の一つである。
このようにみてくると日本的経営は多くの要因の一つにすぎない。
日本人の資質はそれほど卓越しているとは考えられず，よくいわれる「日本人勤勉説」
は怪しいものである。 1981年7月の財界トップ・セミナーでのリーダーたちの挨拶のなか
に，それを見ることができる。「日本人も外国人と同様， 環境条件次第で働いtこり， 働か
なかったりするということではないでしょうか」（日経連第13回経営トップ・セミナー，
大槻文平会長挨拶）。 日本人の知性が抜群であるというわけでもない。今日においても，
科学技術面における根本的な創造的業績は欧米各国が出している。海外技術をまねし，消
化し，応用改良する生産技術の強さでは日本は世界ーなのである。
16)自動車工業のような典型的なアセンブリー産業においては， 米欧でもかなりな程度
. (生産額にたいし20~30彩）の外注に依存し，広範な社会的分業の上に成り立ってい
るが，日本においては，単に外注比率が高く (70~80形といわれる）， 社会的分業が
進んでいるというだけではない。頂点に立つ巨大な「親企業」によって管理される独
特な系列・下請け制から成り立っているということが特徴である（中村孝俊著『日本
の巨大企業』岩波新書， 1983年， 52ペー ジ参照）。
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「和をもって貴し」とし「出る杭は打たれる」悪弊が生じがちな日本的経営は，本格的
な創造力を発揮するのにはきわめて不向きな仕組みである。その集団合議制は，既存の本
業を直実に進めていくのには有効だが，まったく新しい製品を開発し，新しいサービスを
開始していくといった未知の領域に挑戦するには不向きである。新たな形の技術開発や
鍵独創”を産むためには， 旧来の日本的経営に風穴をあけなければならない。
また日本の人口の高齢化が急速に進行しつつあるとき， 日本的経営はポスト不足といっ
た組織の活力をそこなうメカニズムを内包している。
次図は大阪の電機産業C企業で，社内の男子労働力の今後を予測したものである。
1980年現在では45歳以上は10%にならずピラミッド型であるが,1990年に29%,2000年
には59％と逆三角形になるb管理職と〈に部長に代表される上級管理職への昇進は極め
て狭い門である。この会社は定年60歳であるが,1980年に120人であった定年退職者が1995
年には680人になる。退職金が仮に一人1,000万としても,95年では68億円であり，年々企
業はこの程度の金を支出しなければならない。
この図はいわゆる団塊の世代を大量にかかえる大企業の事例であるが，いずれの企業に
せよ，終身雇用の日本的経営にあっては， 日本人口の高齢化はストレートに企業の労働力
構成の高齢化がすすむことを意味するのであって， この意味では企業は解決困難な問題に
直面しているといわなければならない。
図1 C企業社員男子の年齢構成の推科（予測）
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〔資料出所〕日本生産性本部『定年延長と雇用処遇制度の改革』（1981年）
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